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2021 年 度 決 算 公 告 

2022 年 6月 24 日  

東京都新宿区西新宿八丁目 17 番１号  

アニコム損害保険株式会社  

代表取締役  野田 真吾 

 

2021 年度（2022 年３月 31 日現在）貸借対照表 

 

(単位：百万円) 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  （ 負 債 の 部 ）  

現 金 及 び 預 貯 金 22,308 保 険 契 約 準 備 金 21,297 

現 金 0 支 払 備 金 2,705 

預 貯 金 22,308 責 任 準 備 金 18,592 

有 価 証 券 15,531 そ の 他 負 債 4,304 

株 式 379 未 払 法 人 税 等 189 

そ の 他 の 証 券 15,151 預  り  金 54 

貸 付 金 913 未 払 金 2,082 

有 形 固 定 資 産 1,886 仮 受 金 1,964 

土 地 775 リ ー ス 債 務 14 

建 物 702 賞 与 引 当 金 201 

工具、器具及び備品 272 特 別 法 上 の 準 備 金 98 

リ ー ス 資 産 14 価 格 変 動 準 備 金 98 

その他の有形固定資産 12   

建 設 仮 勘 定 110 負 債 の 部 合 計 25,903 

無 形 固 定 資 産 712 （ 純 資 産 の 部 ）  

ソ フ ト ウ エ ア 537 資 本 金 6,550 

ソフトウエア仮勘定 174 資 本 剰 余 金 3,664 

そ の 他 資 産 4,223 資 本 準 備 金 3,664 

未 収 保 険 料 585 利 益 剰 余 金 10,584 

未 収 金 2,164 利 益 準 備 金 260 

未 収 収 益 1 その他利益剰余金 10,323 

預 託 金 483   繰越利益剰余金 10,323 

仮 払 金 975 株 主 資 本 合 計 20,798 

そ の 他 12 その他有価証券評価差額金 △342 

繰 延 税 金 資 産 824 評価・換算差額等合計 △342 

貸 倒 引 当 金 △41 純 資 産 の 部 合 計 20,455 

資 産 の 部 合 計 46,359 負債及び純資産の部合計 46,359 
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（貸借対照表の注記） 

1．有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。 

（1）その他有価証券（市場価格のない株式等以外）の評価は、時価法によっております。 

なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法によっております。 

（2）その他有価証券のうち市場価格のない株式等の評価は、移動平均法に基づく原価法によっております。 

2．有形固定資産（リース資産は除く）の減価償却は、定率法（ただし建物並びに2016年4月1日以後に取得した建物

附属設備及び構築物については定額法）によっております。 

3．自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法によっております。  

4．所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

5．貸倒引当金は、債権等の貸倒れによる損失に備えるため資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、過去

の一定期間における貸倒実績等から算出した予想損失率を、債権等の金額に乗じた額を計上しております。 

また、全ての債権については、資産の自己査定基準に基づき、各所管部署が資産査定を実施し、当該部署から独

立した内部監査室が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

6．賞与引当金は、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額の当事業年度の負担額を計上して

おります。 

7．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115 条の規定に基づき計上しており

ます。 

8. 保険料、支払備金及び責任準備金等の保険契約に関する会計処理については、保険業法等の法令等の定めによっ

ております。 

9. 「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号 2019 年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第 19 項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準

第 10 号 2019 年７月４日）第 44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる計算書類への影響はありません。 

10．消費税等の会計処理は税抜方式によっております。ただし、損害調査費、諸手数料及び集金費、営業費及び一

般管理費等の費用は税込方式によっております。なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5 年

間で均等償却を行っております。 

11. 有形固定資産の減価償却累計額は、898百万円であります。 
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12. 支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

(1)支払備金の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金(出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く)  2,705 百万円 

   同上にかかる出再支払備金 －百万円  

   差引（イ） 2,705 百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金(ロ)  －百万円 

   計（イ+ロ） 2,705 百万円 

 

  (2)責任準備金の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金(出再責任準備金控除前)  17,070 百万円 

   同上にかかる出再責任準備金 －百万円 

   差引（イ） 17,070 百万円 

   その他の責任準備金（ロ） 1,522 百万円 

   計(イ+ロ) 18,592 百万円 

 

13. 関係会社に対する金銭債権の総額は 440 百万円、金銭債務の総額は 780 百万円であります。 

14. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

15．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 （単位：％） 

法定実効税率 28.0 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.6 

住民税均等割 0.7 

その他 △0.4 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 28.9 

 

 

 

 

 

(１)繰延税金資産    

責任準備金  426 百万円 

未払事業税  38 百万円 

賞与引当金繰入限度超過額  56 百万円 

減価償却限度超過額         13 百万円 

減損損失  81 百万円 

貸倒引当金  11 百万円 

支払備金  23 百万円 

譲渡制限付株式報酬  17 百万円 

その他有価証券評価差額金  133 百万円 

その他  37 百万円 

繰延税金資産小計  839 百万円 

評価性引当額  △15 百万円 

繰延税金資産合計  824 百万円 

繰延税金資産及び負債の純額  824 百万円 
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16. 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社は、主として損害保険業を行っており、資産の運用においては、運用資金の性格を考慮し、「安全性」

「収益性」「流動性」「公共性」を総合的に判断し、社会・公共の福祉に資するような資産運用を目指し

ております。 

運用手段は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等とし、年度資産運用計画に準

拠した資産運用を行っております。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

当社の保有する金融商品は、預貯金、公社債、公社債投信、株式、株式投信、不動産投信等であり、下記

のリスクに晒されております。 

①市場関連リスク 

金利、為替、株式などの市場の変動に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指しま

す。 

②信用リスク 

個別与信先の信用力の変化に伴い、ポートフォリオの価値が変動し損失を被るリスクを指します。 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

当社におけるリスク管理体制については、資産運用部門（財務部）、事務管理部門（経理部）、リスク管

理部門（リスク管理部）を設置し、資産運用リスク管理規程に基づき、相互牽制機能が働く体制としてお

ります。 

①市場関連リスクの管理 

有価証券のうち株式・債券等については時価とリスク量を把握し、保有状況を継続的に見直しておりま

す。 

②信用リスクの管理 

有価証券の発行体の信用リスクについては、銘柄ごとの格付情報、時価等の把握を行うことで管理をし

ております。また、政策投資目的で保有している有価証券については、取引先の市場環境や業績状況等

を定期的にモニタリングしております。 

リスク管理も含めた資産運用状況については、取締役会において月次で報告され、モニタリング結果の

確認及びリスク管理態勢の整備を行っております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場

合、当該価額が異なることもあります。  

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 

貸借対照表計上額 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）有価証券    

その他有価証券(*2) 14,809 14,809 － 

（2）貸付金 913   

貸倒引当金(*3) △33   

 880 866 △13 

資産計 15,689 15,676 △13 

(*1)「現金及び預貯金」、「未収金」は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額に近似していることから、注

記を省略しております。 

(*2)市場価格の無い株式等及び組合出資金は以下のとおりであり、「(1) 有価証券」には含まれておりません。 

市場価格のない株式等（*１） 355百万円 

組合出資金（*２） 367百万円 

合計 722百万円 

*１ 市場価格のない株式等は非上場株式であり、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会

計基準適用指針第19号 2020年3月31日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

*２ 組合出資金は投資事業有限責任組合及び匿名組合であります。これらは「時価の算定に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年７月４日）第27項に基づき、時価開示の対象

とはしておりません。 

(*3)貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性および重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される

当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時

価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時

価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが

それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しており

ます。 

 

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(1) 有価証券      

その他有価証券(*1) 24 ʷ ʷ 24 

資 産 計 24 ʷ ʷ 24 

(*1)「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2019年7月４日）第26

項に従い、経過措置を適用した投資信託については、上記表には含めておりません。貸借対照表における

当該投資信託の金額は14,784百万円であります。 
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（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

 
時価（百万円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(2) 貸付金 － － 866 866 

資 産 計 － － 866 866 

（注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

貸付金 

貸付金は、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて算定

して時価を算出しており、レベル３の時価に分類しております。なお、破綻懸念先に対する貸付

金については、帳簿価額から貸倒見積高を控除した額が時価と近似しているため、当該価額を時

価としており、レベル３の時価に分類しております。 

 

17．賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 

１．賃貸等不動産の状況に関する事項 

東京都において賃貸不動産（土地及び建物）を、また兵庫県において遊休不動産（土地）を所有しておりま

す。 

２．賃貸等不動産の時価に関する事項 

 （単位：百万円）

貸借対照表計上額 期末時価 

1,260 1,269 

（注） １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額であ

ります。 

   ２．期末時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額であります。 

 

18． 1 株当たりの純資産額は 100,400 円 71 銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期末純資産20,455百万円であり、純資産の部の合計額から控除する金額はありま

せん。また、普通株式の期末株式数は203,740.4株であります。 

19. 事業年度末日後に、翌事業年度以降の財産又は損益に重要な影響を及ぼす事象は生じておりません。 

20. 連結納税制度を適用しております。 

21．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 
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(単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2021 年度 
 

損益計算書 

科 目 金     額 

経 常 収 益 48,704 

保 険 引 受 収 益 47,494 

正 味 収 入 保 険 料 47,494 

資 産 運 用 収 益 684 

利 息 及 び 配 当 金 収 入 320 

有 価 証 券 売 却 益 360 

為 替 差 益 3 

そ の 他 経 常 収 益 525 

経 常 費 用 45,415 

保 険 引 受 費 用 33,621 

正 味 支 払 保 険 金 25,559 

損 害 調 査 費 1,080 

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 5,310 

支 払 備 金 繰 入 額 165 

責 任 準 備 金 繰 入 額 1,505 

資 産 運 用 費 用 66 

有 価 証 券 売 却 損 61 

有 価 証 券 評 価 損 4 

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費 11,709 

そ の 他 経 常 費 用 18 

支 払 利 息 0 

そ の 他 の 経 常 費 用 18 

経 常 利 益 3,288 

特 別 損 失 135 

固 定 資 産 処 分 損 18 

減 損 損 失 94 

そ の 他 特 別 損 失 4 

特別法上の準備金繰入額 

 
18 

価格変動準備金繰入額 

 
18 

税 引 前 当 期 純 利 益 3,152 

法 人 税 及 び 住 民 税 775 

法 人 税 等 調 整 額 136 

法 人 税 等 合 計 911 

当 期 純 利 益 2,241 

2021 年 4 月 1 日から 

2022 年 3月 31 日まで 
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（損益計算書の注記） 

1．関係会社との取引による費用の総額は、1,803百万円であります。 

2．(1)正味収入保険料の内訳は次のとおりであります。 

   収入保険料 47,494百万円 

   支払再保険料 －百万円 

   差引 47,494百万円 

 (2)正味支払保険金の内訳は次のとおりであります。  

  支払保険金 25,559百万円 

    回収再保険金 －百万円 

  差引 25,559百万円 

 (3)諸手数料及び集金費の内訳は次のとおりであります。 

   支払諸手数料及び集金費 5,310百万円 

   出再保険手数料 －百万円 

   差引 5,310百万円 

  (4)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   支払備金繰入額(出再支払備金控除前、(ロ)に掲げる保険を除く)  165百万円 

   同上にかかる出再支払備金繰入額 －百万円 

   差引（イ） 165百万円 

   地震保険および自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） －百万円 

   計(イ+ロ)  165百万円 

  (5)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は次のとおりであります。 

   普通責任準備金繰入額(出再責任準備金控除前) 1,391百万円 

   同上にかかる出再責任準備金繰入額 －百万円 

   差引(イ)  1,391百万円 

     その他の責任準備金繰入額(ロ) 114百万円  

     計(イ+ロ)  1,505百万円 

  (6)利息及び配当収入の内訳は次のとおりであります。 

預貯金利息 2百万円 

貸付金利息 7百万円 

有価証券利息・配当金 272百万円 

不動産賃貸料 38百万円 

計 320 百万円 
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3．当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

場所 用途 種類 減損損失 

東京都新宿区 基幹システム ソフトウエア仮勘定 94百万円 

合計   94百万円 

当社は、事業用資産については管理会計上の事業単位ごとにグルーピングを行っております。また遊休資産は個

別の資産グループを構成することとしております。 

なお、処分予定資産については、処分を決定した時点より単独のグルーピングとしております。 

上記の基幹システムは、今後の使用が見込めなくなったソフトウェア仮勘定を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（94百万円）として特別損失に計上しております。 

 

4．１株当たりの当期純利益は10,999円88銭であります。 

なお、算定上の基礎である当期純利益は2,241百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、

普通株式の期中平均株式数は203,740.4株であります。 

 

5．関連当事者との取引は次のとおりであります。 

(1)親会社及び法人主要株主等 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関  係 
取引内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親 

会 

社 

アニコム ホールディ

ングス株式会社 

（被所有） 

100% 

役員の兼務 

2 名 

経営指導 

経営管理料 

(注 1) 
1,803 未払金 － 

連結法人税 662 未払金 662 

(注）取引金額は税込みで表示しております。    

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1)当社が委託する経営指導及び業務委託内容等を勘案した上で、会社の事業規模等により決定しており

ます。 

(2)兄弟会社等  

属性 会社等の名称 
議決権等の所有

（被所有）割合 

関連当事者との 

関  係 
取引内容 

取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会

社の

子会

社 

アニコム パフェ

株式会社 
－ 

役員の兼務 

1名 

固定資産の賃貸 

設備の賃貸 

(注１) 
53 未収入金 －

親会

社の

子会

社 

アニコム先進医療

研究所株式会社 
－ 

役員の兼務 

1名 

資金の貸付 

貸付金の回収 

(注２) 
57 

貸付金 

(注４) 
877 

利息の受取 

(注２) 
6 － － 

設備の購入 

(注３) 
467 未払金 － 

親会

社の

関連

会社 

ｾﾙﾄﾗｽﾄ･ｱﾆﾏﾙ･ 

ｾﾗﾋﾟｭｰﾃｨｸｽ株式

会社 

－ 資金の貸付 

貸付金の回収 

(注２) 
58 

貸付金 

(注４) 
－ 

利息の受取 

(注２) 
0 － － 

(注）取引金額は税込みで表示しております。  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

 (注１)賃貸収入については、近隣の賃貸条件を勘案して決定しております。 

（注２)資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。 

（注３)設備の購入については、市場の実勢価格を勘案して決定しております。 

（注４)セルトラスト・アニマル・セラピューティクス㈱が当社に対して負う債務 470 百万円について、アニ

コム先進医療研究所㈱が免責的に引き受けております。これにより、アニコム先進医療研究所に対す

る貸付金が 470 百万円増加し、セルトラスト・アニマル・セラピューティクス㈱に対する貸付金が同

額減少しております。 
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（注５)セルトラスト・アニマル・セラピューティクス株式会社は、2021 年７月 28日に清算結了しているた

め、上記の情報は、当連結会計年度の期首から清算した時点までの期間、または清算時点の情報を記

載しております。 

6．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。 

 


